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１．はじめに
　1985年のプラザ合意以降、東アジア諸国はドル安による輸出競争力の向上と、それに伴う日本を中心とする諸国からの直接投資流入の急増による高成長に恵まれ、急激な工業化を遂げてきた。特にＡＳＥＡＮ諸国は、ＮＩＥｓの賃金急上昇や、中国の政情不安もあって、日本（およびＮＩＥｓ）からの生産基地の移転先としてもっとも注目を集め、東アジア向け直接投資拡大の恩恵を一手に受け、1980年代末から90年代初めにかけ、目覚ましい成長を遂げた。さらに1990年代に入ると、中国も改革開放政策の加速に伴ってこうした高成長の流れに加わり、東アジアは日本を先頭とする「雁行形態型」発展パターンに沿って、各国が順繰りに、順調に産業構造の高度化を遂げていくかに見えた。
　しかし、1990年代半ば、こうした表向き見られた東アジア諸国の共存共栄という現象の水面下では、重大な変化が進行していた。それは、1992年以降の、中国への投資の一極集中という問題である。この問題は、1997年のアジア経済危機以降に顕在化し、危機からの回復後も、中国とＡＳＥＡＮには大きな成長率格差が残り、両者間の成長パフォーマンスの差が鮮明となっている。この間、中国は危機の影響をほとんど受けずに８％前後の高い成長率を保つ一方で、ＡＳＥＡＮ諸国の成長率は、危機からの回復後も、大幅な為替の下落による競争力回復要因があったにもかかわらず、平均４％程度にとどまっている（注１）。こうしてかつては中国のはるか先を行っていたＡＳＥＡＮと中国との格差は縮小し、雁行形態型発展パターンの崩壊、さらには両者の逆転までもが視野に入ってきた。
　それでは、両者の立場の逆転は、どのようにして起こったのであろうか。その背景には、中国のＡＳＥＡＮ各国に対する圧倒的な巨大人口規模と、そこから生み出される、圧倒的な潜在的市場規模がある。それでは、何らかの原因で経済発展の離陸に成功した先発途上国が、それよりもはるかに巨大な後発途上国の追撃を受けるとき、先発途上国には何が起こるのであろうか。その問題に答えるには、まず、経済発展を牽引する工業部門における収穫逓増の問題、およびそこから生み出される、経済発展におけるある種の「好循環」メカニズムに触れておく必要がある。
　さて、一般に低開発国においては、低い所得が工業製品の市場規模を小さくし、そのことが投資効率を低めて投資を阻害し、そのことが生産性の上昇を阻害し、さらなる低所得状態の持続につながるという、ある種の累積的な悪循環のメカニズムが存在すると考えられる。このメカニズムによる制約はとりわけ、資本財産業を含む、より高度な産業（その多くは通常、より大きな規模の経済性を有する）において、より深刻である。その結果、途上国では、資本財産業をはじめとする高度な産業の形成は、なかなか進まない。しかし、こうした限界は、産業形成を段階的に進めていくことで、克服することが可能である。すなわち、まず規模の経済が小さな労働集約型産業から手掛け、そのことが国内所得水準と、より高度な財への市場規模を拡大させ、そのことがより高度な産業の立地・形成を可能とし、それによる新産業の創出がさらなる成長を生むという形での、ある種の産業構造の高度化が進行していくことになる。そうして「新興工業国」と化したその国は以後、先進国との所得格差を「収束」させていくことになる。
　しかし、こうしたプロセスの進行には、時間が掛かる。その結果、過渡的には、新興工業国となった途上国が、数十年という単位で、資本財その他の規模の経済の大きな産業におけるさまざまな財の供給を先進国に依存し、先進国がいわば産業や技術革新の「ハブ」としての役割を拡大させる時期が現れる。実際、ＡＳＥＡＮ諸国では、1985年のプラザ合意後、日系企業をはじめとする企業の大量進出による急激な工業化を遂げたが、90年代初頭以降、今度はあらたに中間財、資本財供給の対日依存という状況が起こってきたことに対する不満が高まっていった。また、こうした状況は、ＡＳＥＡＮよりはるかに早く工業化に乗り出した韓国や台湾にも、いまだに存在する。
　ところが中国では、一人あたり所得水準はいまだに1000ドルを突破したばかりで、タイの半分強、ようやくＡＳＥＡＮ全体の平均に並んだばかりの水準にもかかわらず、近年、先日の有人宇宙飛行の成功にも象徴されるように、本来発展途上国あるいは新興工業国にすら存在し得ないような、最先端分野における技術の形成や、高度な産業の形成が、急速に進んでいる。また、金型に代表される資本財産業も、急激に競争力をつけている。その背景には、社会主義時代の重工業偏重の産業育成策が一定の役割を果たしたという指摘もある。しかしまた中国の場合、さきに述べた段階的な産業構造の高度化を遂げる上で、非常に所得水準の低い段階でも、低所得をカバーできるだけの巨大人口の存在が、比較的所得の低い段階でのより高度な産業の立地を可能にし、急激な産業構造の高度化を可能にした面は否めないであろう。そうすると、中国のような巨大人口と潜在的市場規模を有する国では、ＡＳＥＡＮのような先行する途上国を、産業構造面で、一挙に「飛び越す」可能性は考えられないであろうか。
　現在の中国はなお、豊富な低賃金労働力を活かした労働集約型産業に、全般的には優位性を持っている。しかし、今後は急激な産業構造の高度化と、アジア域内における、産業構造上の「中心地」の地位を急激に高めていく可能性があり、またその兆候は既にみられる。問題はそのことが、先行する途上国、特に地理的にも発展水準的にも近いＡＳＥＡＮ諸国にどのような影響を与えるかである。特に、中国のより高度な産業における急激な競争力の向上が、ＡＳＥＡＮをはじめとする同レベルの発展水準の他国に競争圧力を与え、その産業構造の高度化ひいては成長を阻害するという事態は起こり得ないであろうか。
　他方であるいは中国の発展は、他のアジア諸国に、資源や食料その他の対中輸出拡大による恩恵も与える可能性がある。しかし、その場合、産業中枢機能を手にするのは中国となる可能性が高く、その場合、相対的により大きな利益を手にするのは、中心地の地位を獲得した中国であり、他のアジア諸国は産業構造的には、「周辺化」が進み、中国に対する相対的に低い所得という地位を甘受せざるを得ないであろう。
　それでは現在、アジア域内では、製造業分野における中国の「中枢化」は、どの程度、進んでいるのであろうか。また、そのことは、他の周辺アジア諸国の発展にいかなる影響を及ぼすと考えられるであろうか。この点について、この論文では、「貿易集積特化指数」という新しい分析指標を提示し、これに基づいてプラザ合意以降のアジア各国の指数の推移を比較することで、アジア各国の今後の成長と、貿易パターンの変化について占っていきたい。
　なお、紙面の都合上、ここでは主として学会報告の問題意識の背景の説明に集中し、データの分析結果については主要なもののみを示し、残りの部分については学会報告内で触れていきたい。
２．市場規模、産業の立地・集積と、貿易特化パターンの形成
　先進国と途上国の間の貿易特化パターンは、どのように形成されるのであろうか。まず、賃金等、生産要素コストにおいては、途上国が圧倒的に優位である。しかし、それでも今日、多くの産業分野で、先進国は、発展途上国に対する競争優位を保っている。その理由は、高い所得水準と、高度なインフラから生み出される市場規模の大きさが、とりわけより高度な産業において、分業の深化による規模の経済の発揮と高い生産性の実現を可能にしているからである。
　ところで、産業の高度さ、あるいはそれと関連する、各産業の、規模の経済性の度合い、産業特性を測るには、どのような方法が可能であろうか。これを知る上で、一つの参考になるのが、各産業の大都市集積志向である。
　さて、先進国と途上国間のみならず、先進国内においても、地域によって、生産条件の差は存在する。その結果、一般に、生産要素コストよりも、より規模の経済性を重視する産業は、大都市圏に集積し、その反対に規模の経済性が小さく、生産要素コストが重要な産業は、地方に分散することになる。したがって、各産業の大都市集積の度合いの大きさを調べることで、先進国と途上国間の貿易特化パターンの形成を説明したり、集積とかかわる貿易特性の変化を追うことが可能なはずである。実際、筆者自身も、拙著『産業集積と経済発展』第６章において、日本の機械金属製品産業における大都市集積度と、同産業における日本と韓国の相対的な産業規模との間に、一定の関係が存在することを証明した。
　こうした大都市への産業集積と、先進国と途上国の国際分業パターンの関係の分析は、『通商白書』2002年度版でも分析されている。同書の第１章第２節においては、産業大分類に基づく日本国内での大都市産業集積度と、アジア各国間の貿易特化パターンの相関関係が分析されており、その結果やはり、先進国（日本）における大都市集積度の高い産業ほど、日本の東アジア諸国に対する優位性が高いという関係が見出されている。この結果からも、東アジア域内においては、日本を「ハブ（中枢）」とした貿易特化パターンが形成されていることがわかる。
　それではこうした生産の中枢機能は、発展途上国に移る可能性は存在しないのかと言えば、それは存在する。確かに当初は、発展途上国が手掛ける産業は、その低賃金コストを活かした、低要素コスト志向型の産業であろう。しかし、そうした産業がある程度発展すると、そのことは途上国の国内市場規模を拡大させ、また後方連関効果を通じた関連産業への需要を作り出し、より高度で規模の経済の大きな産業の立地を可能にする。実際、日本はこのような形で産業構造の高度化を過去に遂げ、また、今日韓国、台湾も、いまだ不完全ながらこうした方向へと進みつつある。
　それでは、韓国、台湾よりもさらに後発のＡＳＥＡＮ諸国も、同様の発展経路を辿って、このさき産業構造を高度化させていくのであろうか。また、日本や韓国、台湾は、今日築いた高度な製造業の競争力を、今後も維持し続けられるのであろうか。結論から述べると、そうはならない可能性がある。とりわけ中国と発展水準の近いＡＳＥＡＮ諸国はそうである。その理由は、経済発展過程において、とりわけ途上国間で強くはたらく、収穫逓増下の正のフィードバックと、発展の「分岐」メカニズムにある。それでは、それはどういったメカニズムか、次章で述べていきたい。
３．正のフィードバックによる中心地形成と、産業特化の「分岐」メカニズム
　筆者は拙著『産業集積と経済発展』第２章において、発展途上国間で起こる、発展の「分岐」メカニズムについて論じた。そのメカニズムとは、以下のようなものである。
　まず、先進国に対する発展途上国の産業構造を特徴づけるものとして、その極めて高い農業人口比率がある。他方でこうした農業部門からの大量の労働力の都市流入は、工業部門における規模の経済性の存在と相まって、都市工業部門に、ある種の発展の自己強化プロセスを生み出す。いま、何らかの原因で途上国都市工業部門において、生産の拡大がなされたとしよう。このことは、分業の深化による工業生産性の向上を引き起こすとともに、都市所得の拡大は、農村部から都市部への人口の流入を引き起こすであろう。こうした潤沢な農業人口の流入がある限り、都市部の賃金コスト上昇は抑制され、その結果、工業生産性の上昇は、賃金コストの上昇速度を上回ることができ、このことが工業輸出の拡大を生む。そして、輸出の拡大は工業部門の生産拡大を生む…という形で、累積的な発展が続いていくことになる。なお、この途上国と競合関係にある途上国においては、上とは逆に、悪循環が起こると考えられる。
　さて、拙著では触れなかったが、こうした累積的な発展過程には、通常、産業構造の高度化を伴う。すなわちまず、工業化初期の発展途上国は、いまだ低い所得水準と、そこからくる狭い国内市場の制約の下で、低賃金コストを活かした、労働集約型産業（その多くは、規模の経済が小さい）に競争優位を持ち、これを輸出し、他方で先進国からは、より高度で規模の経済の大きな産業の財を輸入することになる。こうして、先進国は発展途上国にとってのいわば、技術の「ハブ」としての役割を果たすことになる。
　しかし、こうした状態は永続しない。労働集約型産業の発展は、所得拡大に伴う市場の拡大や、関連産業への需要拡大、技術形成を促すからである。このことが、より高度でより規模の経済の大きな産業の立地、特に資本財等のいわゆるサポーティング産業の形成を可能にする。こうしたサポーティング産業においては、分業の深化を通しての規模の経済性が強くはたらく。また、サポーティング産業の多くは、その広範な応用分野から、他の多種多様な産業と技術的に強く関連している。その結果、途上国への、労働集約型消費財産業、たとえば家電組み立てのセットメーカーなどの進出がある規模に達すると、そこからサポーティング産業の発展が急速に進み、そのことがさらなるセットメーカーの進出を生むというかたちで、いわば「集積が集積を生む」という形での、ある種の好循環メカニズムが強くはたらく。こうしたメカニズムは一般に、人口規模等でより大きな国、地域ほど、より強くはたらくであろう。その結果、こうした国では産業構造の高度化が、経済発展のより早い段階で、現出すると考えられる。実際、中国南部の珠江デルタでは、こうした現象が現在進行しているようにも見受けられる。
　しかし他方、こうしたメカニズムの存在は、発展途上国間での、発展の排斥を生み出す可能性がある。全ての途上国は、輸出市場を介してつながっており、互いの競争力の変化の影響を及ぼし合っているからである。その結果、ある国が初期時点で、何らかの原因による競争優位を獲得した場合、自己強化メカニズムを通じてその優位は拡大され、途上国間の発展パターンの分岐が引き起こされる可能性がある。こうしたメカニズムは、ある途上国が先進国との発展格差を急速に縮小させる一方で、別の途上国が、いわゆる「収束クラブ」から脱落するという現象を、説明するのかも知れない。
　さて、以上のようなメカニズムが存在するとき、ＡＳＥＡＮ各国のような小国の先発途上国が、中国のような大国の後発途上国から追撃を受けた場合、果たしてどのようなことが起こると考えられるであろうか。まず、先にも述べたように、中国の場合、たとえ所得水準は低くとも、その巨大人口ゆえに、市場の絶対的規模は大きい。その結果、発展水準の低い段階から、規模の経済の大きな産業の立地が可能であり、また、より規模の経済の大きな産業の潜在的な競争力が大きい。その結果、貿易や投資の障壁が取り除かれるなど、何らかの原因でひとたび発展の障害が取り除かれると、急速な産業構造の高度化と、競争力の強化が起こる。こうした高度化のプロセスは、特により高度な産業で、より急速に起こるであろう。
　しかし他方で、こうしたプロセスの進行は、中国より少し先行する、他のアジア先発途上国に、競争圧力を及ぼすと考えられる。なぜなら、産業構造の高度化は、段階的に進むため、特定分野でのある国の短期間での輸出の急増は、限られた世界市場の下では、同じ発展段階にある、したがって輸出品目構成の似通った他の途上国（特にＡＳＥＡＮ中所得国）に、集中的に打撃を与えるからである。この点で、1970年代の「輸出ペシミズム」を巡る議論、特にCline（1982）の、先進国の途上国からの輸入シェアの15％の上限という制約が、形を変えてではあるが、再び意味を有する可能性がある（注２）。また、こうした競争圧力の及ぶ範囲は、中国の成長にしたがって、次第により高度な分野へと及んでいくと考えられる。
　現在、中国との輸出競合の圧力は、主としてＡＳＥＡＮ中所得国が受けている。そのことは、地理的な近さにもかかわらず、これら諸国の中国との貿易結合度が比較的低い水準にとどまっていることからも、伺える（2002年度通商白書、第１章第１節参照）。他方で日本や韓国、台湾、特に日本は中国とはむしろ補完関係にあり、少なくとも短期的には中国との自由貿易で、恩恵を受けると考えられている。しかし、長期的には、中国の産業構造の高度化が進んでいく中で、競争圧力が強まってくる可能性が高い。それでは、アジア諸国の産業構造の高度化は、どの程度進んでいるのであろうか。また、それに伴って各国間の競合関係は、どのように変化しているのであろうか、次節で述べていきたい。
４．アジア域内各国の、輸出競合状況に関するこれまでの研究
　アジア域内各国の産業構造の高度化は、どのように進んでいるのであろうか。また、そうした産業構造は、大都市への産業集積とどのように関わっているのであろうか。まず、各産業の国際競争力を計測するための代表的方法として、各品目における、顕示比較優位（各国の、世界全体の輸出入に対する相対的な比率：注３）を求める方法や、「貿易特化係数」（＝（輸出－輸入）／（輸出＋輸入））の導出といった方法がある。これらのうち、前者については、大都市への産業集積度の相関関係の分析に基づくアジア各国間の貿易特性について、先に述べた2002年度通商白書、第１章第２節にて分析がなされている。しかし、この方法には、その有用性は認めるとしても、問題点がある。それは、貿易特化係数とは、各国各産業の相対値であり、その結果各産業が各国において、どの程度の規模、重要性を持っているかを検出できないことである。その結果、貿易特化係数の値が変わらなければ、仮に各産業の各国における輸出入シェアが変化したとしても、その影響は検出できないことになる。
　他方、関志雄（2002）は、アメリカの１万点にもおよぶ輸入品目を調べ、各品目ごとに輸出国の平均所得水準を導出することで、各品目の貿易上の特性を規定し、横軸に平均所得水準を、縦軸に各所得水準ごとの輸出の大きさをとり、各国別に平均所得ごとの輸出分布の「山」の推移を調べることで、アジア各国間の輸出競合関係やその変化を示している。その結果、中国とＡＳＥＡＮ各国間では、輸出分布の山が重なる（したがって競合関係が大きい）一方で、日本と中国の競合関係は少ないこと、しかし競合領域は年々拡大する傾向にあることなどを指摘している。しかし、この方法にも、その意義は認めるとしても、欠点がある。それは、分析方法が、同義反復的な要素を含んでいることである。すなわち、各財の平均所得水準の値は、それを構成する各国自身の所得水準の変化の影響を受ける。その結果、各財の平均所得水準を基準としては、その産業特性や高度性が、厳密には測れない。たとえばある国の輸出分布の山のシフトは、輸出構造の高度化を示すものではなく、単にその国の所得水準が上昇したことを示すだけかも知れない。
　他方、竹内（2002）は、『中国の躍進、アジアの応戦』第２章において、ＯＥＣＤデータをもとに、ＳＩＴＣ３桁分類における日本、ＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ、中国の輸出品目のリストを作成し、各国各品目で、ＯＥＣＤ輸入総額に占める比率５％以上の品目を、各国の競争力のある品目としてリストアップし、そのリストの重複関係をみることで、各国間の競合関係を調べている。しかし、この方法にも、問題点が存在する。すなわち、５％という線引きには恣意性があり、線引きを変えることで、競合品目数の分布は変化する可能性がある。
　それでは、各輸出産業の規模が反映され、しかも産業の特性（特に大都市への集積度）と貿易特化の関係を、集計レベルで検出し、各国の貿易特性を特徴付けることのできる分析方法は、存在しないであろうか。また、そのことによって、各国の貿易構造の中枢機能分化関係の変化を追えないであろうか。次節では、「貿易集積特化指数」の概念を提示し、アジア各国の貿易特性を分析していきたい。
５．アジア各国の貿易特性：「貿易集積特化指数」による分析
　アジア各国はどの程度、産業中枢機能を身につけているのであろうか。この節では、「貿易集積特化指数」をもとに分析していきたい。さて、さきにも述べたように、一般に、より高度な産業ほど、規模の経済が大きく、大都市に集積する傾向がある。したがって、日本を基準として各産業の大都市集積度を調べ、これを各国の輸出入に占めるシェアでウェイト付けして、各国別に集計することで、一国全体の産業が、どの程度高度化しているか、どの程度の中枢機能を身につけているかを、調べることができるはずである。その値をここでは、「貿易集積特化指数」と名付けることにする。「貿易集積特化指数」は、以下のように定義づけることができる（注４）。
　　貿易集積特化指数＝Σ［(各産業の大都市集積度)×(各産業の輸出シェア)　　
                  　　       －(各産業の大都市集積度)×(各産業の輸入シェア)］
　このうちまず、大都市集積度の指標としては、1985年に発行された、工業統計表 都道府県別産業細分類別表（1985）による、東京、神奈川、愛知、大阪の四大工業都県の各産業生産シェアを採用した。1985年に設定した理由は、この時期がプラザ合意（1985）がなされたばかりの時期で、日本の産業構造がなおフルセット型に近く、各産業の集積志向が正確に捉えられることがある。また、上の四都県の生産シェアのみを採用した理由としては、この四都県の事業所数が多く（特に1985年は）、秘匿データが少なく（工業統計表では１都道府県内の事業所数が３つ以下の場合、データは秘匿される）、したがって各産業の集積度が、より正確に把握できることが挙げられる。
　他方、輸出入に関するデータとしては、国連貿易統計、International Trade Centre (以下、ＩＴＣ)データ（３桁）、日本貿易月表 概況国別品別表の３を分析した。これら３つのデータは、分類はおおむね対応しているが、他方でそれぞれに長所と欠点を有する。
  まず、国連貿易統計は、古い年度から毎年公刊されており、長期動向の把握に適する。
しかし、他方で輸出、輸入総額それぞれに占めるシェアが0.3％以下の産業はデータから削除されており、正確性に欠ける。また、データが入手可能なのは、2001年度までであり、1997ｰ98年のアジア経済危機以降の日がやや浅すぎるというきらいがある。
　他方、ＩＴＣのデータは、ネット上で公開されており、３桁分類レベルで全部門がカバーされている（２桁以上も３桁レベルのデータを合成することで導出可能）。ただし、このデータも、削除がなく正確ではあるが、カバーしているのは1997ｰ2001のみという欠点を有する。
　最後に、日本貿易月表については、やはり財務省ホームページ上で公開されており、こちらは全部門をカバーし、しかも2003年の最新データまでが入手可能となっているが、他方で対日貿易のみしかカバーされておらず、また当然、日本自身のデータは存在せず、また入手できるのは2001年以降のみである。
　このように、いずれのデータも一長一短を有しており、完全ではない。したがって以下では、３つ全てについて調査することで、それぞれの欠点を補完する。なお、以下では、国連貿易については、1987,1990,1992,1995,1998,2001の６つの年度について、ＩＴＣデータについては全ての年度について、また、財務省の日本貿易月表については、2003年度の最新月のデータがまだ手に入らないことから、2001～2003各年の上半期分のみを比較した。
　さて次に、輸出競争力と大都市産業集積度の関係については、以上３つのデータについてまず、手作業で工業統計表産業編各部門と対応付け、対応データが得られた部門についてのみ、集計をおこなった。その結果は、以下の通りである。なお、ＡＳＥＡＮについては、その工業化の中核国であるタイとマレーシアについてのみ、分析をおこなった。
	国連貿易統計
	
	  1987
	  1990
	  1992
	  1995
	  1998
	  2001

	
	   日本
	  10.00
	  8.58
	  9.47
	  7.99
	  6.66
	  8.38

	
	   韓国
	  -2.39
	  -2.96
	  -3.60
	  -2.12
	  -2.54
	  -0.92

	
	   中国
	  -4.92
	  -4.06
	  -4.24
	  -2.91
	  -2.43
	  -1.15

	
	   タイ
	  -4.61
	  -2.69
	  -3.75
	  -1.64
	  0.58
	  -0.08

	
	マレーシア
	  -3.27
	  -3.43
	  -2.32
	  -1.38
	  1.26
	  1.44


	ＩＴＣデータ
	
	   1997
	   1998
	   1999
	   2000
	   2001
	

	
	　　日本
	   5.34
	   5.41
	   5.19
	   4.57
	   4.92
	

	
	    韓国
	  -0.58
	  -0.29
	   0.38
	   0.37
	   0.50
	

	
	    中国
	  -1.71
	  -1.56
	  -1.39
	  -1.22
	  -1.21
	

	
	    タイ
	  -1.48
	   0.08
	   1.23
	  -0.09
	   0.19
	

	
	 マレーシア
	  -1.09
	   0.44
	   0.76
	   0.70
	   0.26
	


	日本貿易月表
	
	2001.1～6
	2002.1～6
	2003.1～6
	

	
	    韓国
	   -3.48
	   -2.98
	   -3.24
	

	
	    中国
	   -6.76
	   -6.32
	   -6.98
	

	
	    タイ
	   -3.68
	   -3.53
	   -3.49
	

	
	 マレーシア
	   -5.09
	   -5.39
	   -6.03
	


	     （参考）
	日本対全世界
	   6.94
	   7.12
	   7.32
	


以上の結果より、わかることはまず、国連貿易統計、ＩＴＣデータとも、日本の貿易集積特化指数が、他国のそれに比べて大きなプラスの値をとっていることである。日本が他国に対して産業の中核となっていることがうかがえる。他方で発展の度合いで日本に次ぐはずの韓国は、この値は意外に小さく、データや年度によっては、タイやマレーシア、中国をも下回っている。あるいは日本に近すぎることが、韓国の中核機能の形成を妨げているのかも知れない。他方、国連統計でもわかるように、中国とタイ、マレーシアの指数は、ここ十数年で、着実に上昇を続けている。ただし、注目されるのは、タイ、マレーシアについては2000年あたりをピークに、指数の伸びがほとんどなくなり、マレーシアに至っては、低下傾向すら観測されることである。これは、中国との輸出競合によって、輸出構造の高度化が止まったことを意味しているのであろうか。しかし、その中国も、やはり2000年以降、指数の伸びは、停滞している。この点に関して考えられるのは、一つには、規模の経済が大きく、大都市集積志向の強い産業（たとえば自動車産業）において、中国が国内生産を伸ばしているにもかかわらず、それを上回る内需の伸びがあるため、結果的に輸入が急拡大し、貿易統計を見ただけでは、産業構造の高度化が読みとれないという可能性である。本来ならば、産業構造の高度化の問題には、各国の国内生産高や国内需要の推移も考慮に入れられるべきであろう。しかし、実際問題として、国内生産に関しては、日本や韓国以外では、統計の存在しないデータも多く、あるいは存在しても信頼性に欠ける。
この点で、貿易統計のみを通じた分析は、限界があるとしても、やむを得ない部分がある。
　もう一つ考えられる要因は、2001年末の中国のＷＴＯへの加盟承認と、それに前後する各種の輸入保護措置の緩和である。あるいは中国の指数の上昇の停滞は、こうした措置によって、より高度な産業における中国の輸入が拡大したことに伴うものなのかも知れない。実際、中国との貿易上の補完関係の強い日本や韓国、特に日本の指数は、2000年以降、再び上昇に転じているのである。ただし、制度の変更という、短期的な攪乱要因が今後も持続するかどうかは、現時点では不明である。ただ、筆者自身は３節で述べたようなメカニズムを通じて、いずれ再び中国の指数が急速に上昇し、ＡＳＥＡＮや韓国を追い抜いて日本の水準に近付いてくるものと考えている。しかしいずれにせよ、こうしたことを証明するには、まだ十数年の時間を要しそうである。
６．結語
　この論文では、貿易集積特化指数の分析をもとに、発展途上国間で起こる貿易パターンの分岐と、中心・周辺への機能分化いう問題について、中国とＡＳＥＡＮ間の輸出競合問題を中心に考えてきた。貿易集積特化指数の導出の際に用いられた手法は、集積問題に限らず、その他各種の視点からの、各国の集計レベルでの貿易特性やその変化の分析に有用である。
　他方、ここで得られた結果は、いまだ断片的で、仮説の証明には十分なものではない。それというのも、中国の成長が本格化して、まだ10年余りしか経っておらず、その所得はようやくＡＳＥＡＮ全体の平均に追いついたばかりで、タイ、マレーシアに今なお大きく後塵を拝していること、アジア経済危機という攪乱要因が入ったこと、今なお工業部門に残存する、各種の貿易保護措置が、高度な産業における途上国の競争上の劣位を、実態以上に過小評価し、データを歪めていることなど、さまざまなものが考えられる。いずれにせよ、こうした問題の克服には、まだ数年から十数年の時間経過によるデータの蓄積を要しそうである。
注
(1) なお、ＡＳＥＡＮでは昨年、タイの成長率が再び６％近くにまで、再加速してきた。　こうした傾向が今後、貿易赤字の再拡大を伴わずに持続していくか、今後注目されると　ころであるが、筆者自身は、この高成長は、政府による巨額のインフラ投資の影響が大　きく、一過性のものに終わるのではないかと疑問視している。
(2) Cline (1982) 参照。なお、輸出ペシミズム論のサーベイは、絵所（1991）が詳しい。
(3) 顕次比較優位（Revealed Comparative Advantage : RCA）については、例えば原（2001）　第１章参照。
(4) この貿易集積特化指数の定義としては、貿易特化係数に倣って、大都市集積度に、（各　産業の輸出－輸入）÷（全産業の輸出＋輸入）をかけることも考えたが、値が貿易の黒　字、赤字にかなり大きく左右されるため、輸出シェア、輸入シェアを別々にかけること　とした。
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